
鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金交付要綱 

               

  （趣旨） 

第１条 知事は，地域における医療及び介護の総合的な確保を推進し, 特別養護老人

ホーム等の施設整備等を支援するため，予算の定めるところにより「地域における

医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律」（平成元年法律第64号），「平

成27年度地域介護対策支援臨時特例交付金の交付について」(平成28年２月23日付

け厚生労働省発老0223第２号厚生労働事務次官通知），「平成28年度（平成27年度

からの繰越分）地域介護対策支援臨時特例交付金の交付について」（平成28年６月

９日付け厚生労働省発老0607第８号厚生労働事務次官通知）及び「医療介護提供体

制改革推進交付金の交付について」（平成30年７月10日付け厚生労働省発医政071

0第２号, 老0710第１号, 保0710第２号厚生労働事務次官通知）に基づき県が作成

する都道府県計画に掲載される整備事業(以下「補助事業」という｡)を実施する市

町村及び民間事業者に対し，予算の範囲内において補助金を交付するものとし, そ

の交付については，鹿児島県補助金等交付規則(昭和63年鹿児島県規則第１号。以

下「規則」という。)に定めるほか，この要綱に定めるところによる。 

 

  （補助対象経費及び補助金額の算定方法等） 

第２条 補助金の交付の対象経費及び補助金額の算定方法は，別表に定めるとおり 

とする。 

 

 （補助金の交付申請） 

第３条 規則第３条の補助金等交付申請書は，別記第１号様式によるものとする。 

２ 規則第３条の規定により補助金等交付申請書に添付すべき書類は，次のとおり 

とする。 

  (1) 事業計画書 

   ア 地域密着型サービス等整備等助成事業又は既存の特別養護老人ホーム等の

ユニット化改修等支援事業 (別記第２号の１様式) 

   イ 介護施設等の施設開設準備経費等支援事業（別記第２号の２様式） 

   ウ 民有地マッチング事業（別記第２号の３様式） 

エ  介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業又は介

護職員の宿舎施設整備事業（別記第２号の４様式） 

  (2) 申請額算出内訳書 (別記第３号様式) 

  (3) 収入支出予算書（別記第４号様式） 



(4) その他必要とする書類 

 

３ 補助金等交付申請書の提出期限は，知事が別に指定する日とし，その提出部数 

は１部とする。 

 

 （補助金の交付の条件） 

第４条 規則第５条第１項の規定による条件は，次に定めるとおりとする。 

  (1) 民間事業者が実施する場合には，次に定める条件を付することとする。 

   ア 民間事業者が補助事業を実施するために必要な調達を行う場合には，原則

として一般競争入札によるものとする。 

     イ  補助事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には，知事の承認

を受けなければならない。 

   ウ 補助事業を中止し，又は廃止する場合は，すみやかに知事の承認を受けな

ければならない。 

エ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難に 

なった場合には，すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならな

い。 

   オ 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，当該収入及び支

出について証拠書類を整理し，かつ当該帳簿及び証拠書類を事業が完了する

日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には，その承認を受けた日）

の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

   カ 補助事業により取得し，又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助

事業により取得し，又は効用の増加した価格が30万円以上の機械，器具及びその

他財産については，減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定めている耐用

年数を経過するまで，知事の承認を受けないで，当該事業の目的に反して使用し，

譲渡し，交換し，貸し付け，担保に供し，取り壊し，又は廃棄してはならない。 

     キ 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には，そ

の収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

   ク 補助事業により取得し，又は効用の増加した財産については，補助事業の

完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに，その効率

的な運用を図らなければならない。 

     ケ 民間事業者が補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者

から，寄付金等の資金提供を受けてはならない。 

   コ 補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約



においても，契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせること

を承諾してはならない。  

   サ  補助事業の完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係

る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額

が０円の場合を含む。）は，消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額報

告書(別記第５号様式)により速やかに，遅くとも基金事業完了日の属する年度

の翌々年度の６月３０日までに知事に報告しなければならない。 

また，この補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合は，当該仕

入控除税額を県に返還しなければならない。 

なお，補助事業を実施する者が全国的に事業を展開する組織の一部(又 

は一支社，一支所等)であって，自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず，

本部（又は本社，本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合

は，本部の課税売上割合等の内容申告に基づく報告を行うものとする。 

シ  補助事業を行う者がアからサまでにより付した条件に違反した場合には，こ

の補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し，県に納付させることがある。 

(2) 市町村が実施する場合には，次に定める条件を付することとする。 

   ア 市町村が補助事業を実施するために必要な調達を行う場合には，原則とし

て一般競争入札によるものとする。 

イ  補助事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には，知事の承認を

受けなければならない。 

ウ 補助事業を中止し，又は廃止する場合は，すみやかに知事の承認を受けなけ

ればならない。 

エ  補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難にな

った場合には，すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

オ 補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成するとと

もに，補助事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し，かつ調書及

び証拠書類を事業が完了する日（補助事業の中止または廃止の承認を受けた

場合には，その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておか

なければならない。 

カ 補助事業により取得し，又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助

事業により取得し，又は効用の増加した価格が50万円以上の機械，器具及びその

他財産については，減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定めている耐用

年数を経過するまで，知事の承認を受けないで，当該事業の目的に反して使用し，

譲渡し，交換し，貸し付け，担保に供し，取り壊し，又は廃棄してはならない。 



キ 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には，そ

の収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

ク 補助事業により取得し，又は効用の増加した財産については，補助事業の完

了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに，その効率的

な運用を図らなければならない。 

ケ 市町村が補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から，

寄付金等の資金提供を受けてはならない。 

コ 補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約

においても，契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせること

を承諾してはならない。 

サ 補助事業を行う者がアからコまでにより付した条件に違反した場合には，この

補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し，県に納付させることがある。 

(3) 市町村が，民間事業者が実施する事業に対して補助する場合は，次に定める条件

を付することとする。 

ア 補助事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には，知事の承認を

受けなければならない。 

イ 補助事業を中止し，又は廃止する場合は，知事の承認を受けなければならな

い。 

ウ 補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成するととも

に，補助事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し，かつ調書及び証拠

書類を事業完了の日(補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には，その承

認を受けた日)の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

エ 市町村が，民間事業者が実施する補助事業に対して，県からの補助金を財源の

全部又は一部として助成する場合には，民間事業者に対し次の条件が付される

ものとする。 

ａ  民間事業者が補助事業を実施するために必要な調達を行う場合には，原

則として一般競争入札によるものとする。 

ｂ  補助事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には，市町村長

の承認を受けなければならない。 

ｃ  補助事業を中止し，又は廃止する場合は，市町村長の承認を受けなけれ

ばならない。 

ｄ  補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難に

なった場合には，速やかに市町村長に報告してその指示を受けなければな

らない。 



ｅ  補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，当該収入及び

支出について証拠書類を整理し，かつ当該帳簿及び証拠書類を事業が完了

する日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には，その承認を受

けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

ｆ 補助事業により取得し，又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補

助事業により取得し，又は効用の増加した価格が30万円以上の機械，器具及

びその他財産については，減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定める

耐用年数を経過するまで，市町村長の承認を受けないで，当該事業の目的に

反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，担保に供し，取り壊し，又は廃棄

してはならない。 

ｇ  市町村長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合に

は，その収入の全部又は一部を市町村に納付させることがある。 

ｈ  補助事業により取得し，又は効用の増加した財産については，補助事業

の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに，その

効率的な運用を図らなければならない。 

ｉ  補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から，寄付

金等の資金提供を受けてはならない。ただし，共同募金会に対してなされ

た指定寄付金を除く。 

ｊ  補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契

約においても，契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせる

ことを承諾してはならない。 

ｋ 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の

場合を含む。）は，市町村長が定める様式により速やかに，遅くとも基金事

業完了日の属する年度の翌々年度の６月３０日までに市町村長に報告しなけ

ればならない。 

また，この補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合は，当該

仕入控除税額を市町村に返還しなければならない。 

なお，民間事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部(又は一支社，一

支所等)であって，自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず，本部（又は本

社，本所等)で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は，本部の課税

売上割合等の申告内容に基づき報告を行うものとする。 

ｌ  補助事業を行う者がａからkまでにより付した条件に違反した場合には，

この補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し，市町村に納付させるこ



とがある。 

オ エにより付した条件に基づき，市町村長が承認又は指示する場合には，あら

かじめ知事の承認又は指示を受けなければならない。 

カ エのｇにより民間事業者から財産の処分による収入の全部又は一部の納付

があった場合には，その納付額の全部又は一部を県に納付させることがある。 

キ エのｋにより民間事業者から仕入控除税額の全部又は一部の納付があった

場合には，その納付額の全部又は一部を県に納付させることがある。 

ク エのｌにより民間事業者から納付させた場合には，その納付額の全部又は

一部を県に納付させることがある。 

２ 補助事業の対象経費と重複して他の補助金等の交付を受けてはならない。 

 

  （決定の通知） 

第５条 規則第６条の規定による補助金等の交付の決定の通知は，補助金交付決定通

知書(別記第６号様式)により行うものとする。 

 

 （補助事業の内容等の変更） 

第６条 規則第７条第１項の補助事業の内容等の変更事由は，次に定めるとおりと 

する。 

(1) 補助事業に要する経費の配分で20％を超える増減 

(2) 補助事業の実施箇所，構造，規模及び工法等の変更 

２ 規則第７条第１項の補助金等変更申請書は別記第７号様式によるものとし，同 

項の規定により当該申請書に添付すべき書類は次のとおりとする。 

(1) 事業変更計画書  

ア 地域密着型サービス等整備等助成事業又は既存の特別養護老人ホーム等の

ユニット化改修等支援事業 (別記第２号の１様式) 

イ 介護施設等の施設開設準備経費等支援事業（別記第２号の２様式） 

ウ 民有地マッチング事業（別記第２号の３様式） 

エ  介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業又は介

護職員の宿舎施設整備事業 （別記第２号の４様式） 

(2)  申請額変更算出内訳書 (別記第３号様式) 

(3)  変更収入支出予算書（別記第４号様式） 

(4)  その他必要とする書類 

３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による通知は，変更承認 

のみを行う場合は変更承認通知書(別記第８号様式)により，変更承認に併せて変 



更交付決定を行う場合は変更交付決定通知書(別記第９号様式)により行うものと

する。 

 

 （申請の取下げ） 

第７条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げをすることのできる期間は，交

付の決定の通知を受けた日から起算して15日を経過した日までとする。 

 

  （状況報告） 

第８条 規則第11条第１項の規定による状況報告は，事業の進捗状況について別記第

10号様式により毎年度12月末日現在の状況を翌月10日までに知事に報告するも 

のとする。 

 

  （補助事業の補助金等交付決定前着手） 

第９条 補助金の交付申請者が，やむを得ない事情により補助金の交付の決定前に事

業に着手する場合には，事前着手承認申請書(別記第11号様式)を知事に提出し，そ

の承認を受けなければならない。 

２ 前項の承認は，事前着手承認通知書(別記第12号様式)により通知する。 

 

 （実績報告） 

第10条 規則第13条の補助事業等実績報告書は，別記第13号様式によるものとする。 

２ 規則第13条の規定により補助事業等実績報告書に添付すべき書類は，次に掲げる

とおりとする。 

(1) 事業実績書 

ア 地域密着型サービス等整備等助成事業又は既存の特別養護老人ホーム等

のユニット化改修等支援事業 (別記第14号の１様式) 

イ 介護施設等の施設開設準備経費等支援事業（別記第14号の２様式） 

ウ 民有地マッチング事業（別記第14号の３様式） 

エ 介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業又は

介護職員の宿舎施設整備事業（別記第14号の４様式） 

(2)  精算額算出内訳書 (別記第15号様式) 

(3)  収入支出決算書（別記第16号様式） 

(4)  その他必要とする書類 

３ 第１項の補助事業等実績報告書の提出期限は，補助事業の完了の日(補助事業 

を廃止したときは，その承認を受けた日)から20日以内又は当該年度の３月31日 



のいずれか早い日とし，その提出部数は１部とする。 

 

 （補助金の額の確定） 

第11条 規則第14条の規定による補助金等の額の確定の通知は，補助金交付確定通 

知書(別記第17号様式)により行うものとする。 

 

 （補助金の交付） 

第12条 規則第16条第１項の補助金等交付請求書は，別記第18号様式のとおりとする。 

２ この補助金は，概算払により交付することができる。 

３ 規則第16条第３項の概算払申請書は，別記第19号様式のとおりとする。 

 

  （財産の処分の制限） 

第13条 規則第21条第２号の規定により知事が定める財産の種類は，次のとおりと 

する。 

 

 財 

 産 

 の 

 種 

 類 

 

 

１ 民間事業者が実施する事業により取得し，又は効用の増加した価格

が，単価30万円以上の機械，器具及びその他財産 

 

２ 市町村が実施する事業により取得し，又は効用の増加した価格が，

単価50万円以上の機械，器具及びその他財産 

 

 

（雑則） 

第14条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。 

 

 附 則 

 この要綱は，平成27年７月16日から施行し，平成27年度予算に係る補助金から適用

する。 

 附 則 

 この要綱は，平成28年４月４日から施行し，平成28年度予算に係る補助金から適用

する。 

 附 則 

 この要綱は，平成28年９月９日から施行し，平成28年度予算に係る補助金から適用

する。 



 附 則 

 この要綱は，平成29年８月14日から施行し，平成29年度予算に係る補助金から適 

用する。 

 附 則 

 この要綱は，平成30年７月30日から施行し，平成30年度予算に係る補助金から適用

する。 

 附 則 

 この要綱は，令和元年６月21日から施行し，令和元年度予算に係る補助金から適用

する。 

 附 則 

 この要綱は，令和２年10月21日から施行し，令和２年度予算に係る補助金から適用

する。 

  附 則 

 この要綱は，令和３年10月25日から施行し，令和３年度予算に係る補助金から適用

する。 

  附 則 

 この要綱は，令和４年２月７日から施行し，令和３年12月20日以降の予算に係る補

助金から適用する。 

  附 則 

 この要綱は，令和５年７月27日から施行し，令和５年度予算に係る補助金から適用

する。 

  附 則 

 この要綱は，令和６年 10 月 23 日から施行し，令和６年度予算に係る補助金から適

用する。 

  附 則 

 この要綱は，令和６年 12 月６日から施行し，令和６年度予算に係る補助金から適

用する。 



別　　　表（第２条関係）
その１　事業メニュー名：地域密着型サービス等整備等助成事業

※第２欄の補助単価については，別途知事が定めるものとする。

・認知症高齢者グループホーム

・小規模多機能型居宅介護事業所

・認知症対応型デイサービスセンター

・特別養護老人ホーム

・介護医療院

・軽費老人ホーム

１　　区　　　　分 ２　補助単価 ３ 単位
４　　対　象　経　費
(助成に要する経費）

５　  算　定　方　法

 地域密着型サービス施設等の整備

   地域密着型特別養護老人
ホーム等の整備（施設の整
備と一体的に整備されるも
のであって，知事が必要と
認めた整備を含む。）に必要
な工事費又は工事請負費
及び工事事務費（工事施工
のため直接必要な事務に要
する費用であって，旅費，消
耗品費，通信運搬費，印刷
製本費及び設計監督料等を
いい，その額は，工事費又
は工事請負費の2.6％に相
当する額を限度額とす
る。）。
   ただし，別の負担（補助）
金等において別途補助対象
とする費用を除き，工事費
又は工事請負費には，これ
と同等と認められる委託費
及び分担金及び適当と認め
られる購入費等を含む。

整備床数

小規模な介護老人保健施設
25,000千円

～66,000千円
以内

施設数

小規模な介護医療院
25,000千円

～66,000千円
以内

施設数

地域密着型特別養護老人ホーム及
び併設されるショートステイ用居室

2,000千円
～5,280千円

以内

小規模な養護老人ホーム
2,820千円

以内
整備床数

小規模なケアハウス（特定施設入居
者生活介護の指定を受けるもの）

2,000千円
～5,280千円

以内
整備床数

都市型軽費老人ホーム
2,110千円

以内
整備床数

認知症高齢者グループホーム
15,000千円

～39,600千円
以内

施設数

小規模多機能型居宅介護事業所
15,000千円

～39,600千円
以内

施設数

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
事業所

7,000千円
以内

施設数

看護小規模多機能型居宅介護事業
所

15,000千円
～39,600千円

以内
施設数

認知症対応型デイサービスセンター
14,100千円

以内
施設数

介護予防拠点　
10,500千円

以内
施設数

地域包括支援センター　
1,410千円

以内
施設数

生活支援ハウス　
42,100千円

以内
施設数

緊急ショートステイの整備
1,410千円

以内
整備床数

施設内保育施設
14,100千円

以内
施設数

 介護施設等の合築等

・上記事業対象施設の合築・併設

合築・併設す
る施設それぞ
れに上記の補
助単価に1.05
を乗じた額

上記に準
ずる

 空き家を活用した整備

10,500千円
以内

施設数
・看護小規模多機能型居宅介護事業所

介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・

耐震化整備

1,330千円
以内

定員数

･介護老人保健施設

・養護老人ホーム

　 第１欄に定める施設等ごとに，第２欄
に定める補助単価に第３欄に定める単
位の数を乗じて得た額の合計額と，第４
欄に定める対象経費の実支出額の合計
額と，総事業費から寄付金その他の収
入額（社会福祉法人等の営利を目的とし
ない法人の場合は，寄付金収入額を除
く。）を控除した額の合計額とを比較して
少ない方の額を交付額とする。
　 ただし，この場合において算出された
額に1,000円未満の端数が生じた場合に
は，これを切り捨てるものとする。



※補助単価は,　県予算の範囲内で設定を行うことができることとする。
※施設数を単位として助成する施設等について，新規開設時に一度助成を受けている場合であっても，増床する場合には，補助単価
　 を平均利用定員で割るなど，合理的な方法を用いて算出した額で助成することができることとする。
※離島振興法(昭和28年法律第72号） 及び奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）に基づく離島に所在する施設の
　 場合は，第５欄により算出された額に0.08を乗じて得た額を加算することができることとする。
　 ただし，この場合において算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合には，これを切り捨てるものとする。

   地域密着型特別養護老人
ホーム等の整備（施設の整
備と一体的に整備されるも
のであって，知事が必要と
認めた整備を含む。）に必要
な工事費又は工事請負費
及び工事事務費（工事施工
のため直接必要な事務に要
する費用であって，旅費，消
耗品費，通信運搬費，印刷
製本費及び設計監督料等を
いい，その額は，工事費又
は工事請負費の2.6％に相
当する額を限度額とす
る。）。
   ただし，別の負担（補助）
金等において別途補助対象
とする費用を除き，工事費
又は工事請負費には，これ
と同等と認められる委託費
及び分担金及び適当と認め
られる購入費等を含む。

　 第１欄に定める施設等ごとに，第２欄
に定める補助単価に第３欄に定める単
位の数を乗じて得た額の合計額と，第４
欄に定める対象経費の実支出額の合計
額と，総事業費から寄付金その他の収
入額（社会福祉法人等の営利を目的とし
ない法人の場合は，寄付金収入額を除
く。）を控除した額の合計額とを比較して
少ない方の額を交付額とする。
　 ただし，この場合において算出された
額に1,000円未満の端数が生じた場合に
は，これを切り捨てるものとする。

介護老人保健施設
25,000千円

～66,000千円
以内

災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移
転改築整備

特別養護老人ホーム及び併設される
ショートステイ用居室

2,000千円
～5,280千円

以内

整備床数
※移転後
床数。た
だし，増
員分は対
象外。

災害イエローゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の
改築整備

特別養護老人ホーム及び併設される
ショートステイ用居室

施設数

介護医療院
25,000千円

～66,000千円
以内

施設数

養護老人ホーム
2,820千円

以内

整備床数
※移転後
床数。た
だし，増
員分は対
象外。

養護老人ホーム
2,820千円

以内

整備床数
※移転後
床数。た
だし，増
員分は対
象外。

ケアハウス（特定施設入居者生活介
護の指定を受けるもの）

2,000千円
～5,280千円

以内

整備床数
※移転後
床数。た
だし，増
員分は対
象外。

25,000千円
～66,000千円

以内
施設数

介護医療院

ケアハウス（特定施設入居者生活介
護の指定を受けるもの）

2,000千円
～5,280千円

以内

整備床数
※移転後
床数。た
だし，増
員分は対
象外。

介護老人保健施設

2,000千円
～5,280千円

以内

整備床数
※移転後
床数。た
だし，増
員分は対
象外。

25,000千円
～66,000千円

以内
施設数



その２　事業メニュー名：既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業

※第２欄の補助単価については，別途知事が定めるものとする。

１　　特別養護老人ホームのユニット化

２　　介護老人保健施設のユニット化

３　　介護医療院のユニット化

（削除）

※補助単価は,　県予算の範囲内で設定を行うことができることとする。
※離島振興法(昭和28年法律第72号） 及び奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）に基づく離島に所在する施設
　 の場合は，第５欄により算出された額に0.08を乗じて得た額を加算することができることとする。
　 ただし，この場合において算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合には，これを切り捨てるものとする。

１　　　区　　　　分 ２　補助単価 　３ 単位
４　　対　象　経　費
(助成に要する経費）

５　算　定　方　法

既存施設のユニット化改修

   特別養護老人ホーム等の
ユニット化等の改修（施設の
整備と一体的に整備される
ものであって，知事が必要と
認めた整備を含む。）に必要
な工事費又は工事請負費及
び工事事務費（工事施工の
ため直接必要な事務に要す
る費用であって，旅費，消耗
品費，通信運搬費，印刷製
本費及び設計監督料等をい
い，その額は，工事費又は
工事請負費の2.6％に相当
する額を限度額とする。）。
   ただし，別の負担（補助）
金等において別途補助対象
とする費用を除き，工事費
又は工事請負費には，これ
と同等と認められる委託費
及び分担金及び適当と認め
られる購入費等を含む。

　 第１欄に定める施設等ごとに，第
２欄に定める補助単価に第３欄に定
める単位の数を乗じて得た額の合
計額と，第４欄に定める対象経費の
実支出額の合計額と，総事業費か
ら寄付金その他の収入額（社会福
祉法人等の営利を目的としない法
人の場合は，寄付金収入額を除
く。）を控除した額の合計額とを比較
して少ない方の額を交付額とする。
　 ただし，この場合において算出さ
れた額に1,000円未満の端数が生じ
た場合には，これを切り捨てるもの
とする。

「個室→ユニット化」改修
1,410千円

以内
整備床数

「多床室（ユニット型個室的多床室を
含む。）→ユニット化」改修

2,820千円
以内

整備床数

特別養護老人ホーム及び併設される
ショートステイ用居室（多床室）のプライバ
シー保護のための改修

865千円
以内

整備床数

(削除)

（削除）

（削除）

（削除）（削除）

（削除）

介護施設等の看取り環境の整備

　介護施設等の看取り環境
又は共生型サービス事業所
の整備のための改修に必要
な経費ついては同上。
　設備については，需用費
（修繕料），使用料及び賃借
料又は備品購入費（備品設
置に伴う工事請負費を含
む。）｡

・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・介護医療院
・養護老人ホーム
・軽費老人ホーム
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・看護小規模多機能型居宅介護事業
所
・介護付きホーム（有料老人ホーム又
はサービス付き高齢者向け住宅で
あって、特定施設入居者生活介護の
指定を受けるもの）

　
　　4,130千円
            以内

施設数

共生型サービス事業所の整備

・通所介護事業所（地域密着型通所
介護事業所を含む。）
・短期入所生活介護事業所（介護予
防短期入所生活介護事業所を含
む。）
・小規模多機能型居宅介護事業所
・看護小規模多機能型居宅介護事業
所

　
　　1,230千円
            以内

事業所数



その３　事業メニュー名：介護施設等の施設開設準備経費等支援事業

※第２欄の補助単価については，別途知事が定めるものとする。

　 ２　補助単価 ３　単位
４　対象経費

（助成に要する経費）
５　算定方法

介護施設等の開設時，増床時及び再開設時（改築時）に必要な経費

定員30名以上の広域型施設等

・特別養護老人ホーム及び併設
されるショートステイ用居室

・介護老人保健施設

・介護医療院

・ケアハウス(特定施設入居者生
活介護の指定を受けるもの）

・養護老人ホーム

・介護付きホーム（有料老人ホー
ム又はサービス付き高齢者向け
住宅であって，特定施設入居者
生活介護の指定を受けるもの）

・訪問看護ステーション(大規模
化やサテライト型事業所の設置）

4,960千円以内 施設数

定員29名以下の地域密着型施設等

・地域密着型特別養護老人ホーム及び
併設されるショートステイ用居室

・小規模な介護老人保健施設

・小規模な介護医療院

・小規模なケアハウス（特定施設
入居者生活介護の指定を受ける
もの）

・認知症高齢者グループホーム

・小規模多機能型居宅介護事業
所

・看護小規模多機能型居宅介護
事業所

・小規模な介護付きホーム（有料
老人ホーム又はサービス付き高
齢者向け住宅であって，特定施
設入居者生活介護の指定を受け
るもの）

・定期巡回・随時対応型訪問介
護看護事業所

16,600千円以内 施設数

・都市型軽費老人ホーム 496千円以内

・小規模な養護老人ホーム 496千円以内

・施設内保育施設 4,960千円以内 施設数

（削除） （削除）

１　区　分

    特別養護老人ホー
ム等の円滑な開所や
既存施設の増床，ま
た，介護療養型医療施
設から介護老人保健
施設等への転換の際
に必要な需用費，使用
料及び賃借料，備品購
入費（備品設置に伴う
工事請負費を含む），
報酬，給料，職員手当
等，共済費，賃金，旅
費，役務費，委託料又
は工事請負費。

    第１欄に定める施設
等ごとに，第２欄に定
める補助単価に第３欄
に定める単位の数を乗
じて得た額の合計額
と，第４欄に定める対
象経費の実支出額の
合計額と，総事業費か
ら寄付金その他の収
入額（社会福祉法人等
の営利を目的としない
法人の場合は，寄付金
収入額を除く。）を控除
した額の合計額とを比
較して少ない方の額を
交付額とする。
　ただし，この場合にお
いて算定された額に，
1,000円未満の端数が
生じた場合には，これ
を切り捨てるものとす
る。

989千円以内 定員数

989千円以内

　定員数
※小規模多
機能型居宅
介護事業所
及び看護小
規模多機能
型居宅介護
事業所に
あっては，宿
泊定員数と
する。

定員数

（削除）

（削除）



　 ２　補助単価 ３　単位
４　対象経費

（助成に要する経費）
５　算定方法

定員30名以上の広域型施設等

・特別養護老人ホーム及び併設
されるショートステイ用居室

・介護老人保健施設

・介護医療院

・ケアハウス(特定施設入居者生
活介護の指定を受けるもの）

・養護老人ホーム

・介護付きホーム（有料老人ホー
ム又はサービス付き高齢者向け
住宅であって，特定施設入居者
生活介護の指定を受けるもの）

定員29名以下の地域密着型施設等

・地域密着型特別養護老人ホーム及
び併設されるショートステイ用居室

・小規模な介護老人保健施設

・小規模な介護医療院

・小規模なケアハウス（特定施設
入居者生活介護の指定を受ける
もの）

・認知症高齢者グループホーム

・小規模多機能型居宅介護事業
所

・看護小規模多機能型居宅介護
事業所

・小規模な介護付きホーム（有料
老人ホーム又はサービス付き高
齢者向け住宅であって，特定施
設入居者生活介護の指定を受け
るもの）

・定期巡回・随時対応型訪問介
護看護事業所

8,250千円以内 施設数

・都市型軽費老人ホーム 248千円以内

・小規模な養護老人ホーム 248千円以内

・施設内保育施設 2,480千円以内 施設数

118千円以内 １か所

※補助単価は,　県予算の範囲内で設定を行うことができることとする。
※離島振興法(昭和28年法律第72号） 及び奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）に基づく離島に所在する
　 施設の場合は，第５欄により算出された額に0.08を乗じて得た額を加算することができることとする。
　 ただし，この場合において算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合には，これを切り捨てるものとする。

    第１欄に定める施設
等ごとに，第２欄に定
める補助単価に第３欄
に定める単位の数を乗
じて得た額の合計額
と，第４欄に定める対
象経費の実支出額の
合計額と，総事業費か
ら寄付金その他の収
入額（社会福祉法人等
の営利を目的としない
法人の場合は，寄付金
収入額を除く。）を控除
した額の合計額とを比
較して少ない方の額を
交付額とする。
　ただし，この場合にお
いて算定された額に，
1,000円未満の端数が
生じた場合には，これ
を切り捨てるものとす
る。

496千円以内 定員数

496千円以内

　定員数
※小規模多
機能型居宅
介護事業所
及び看護小
規模多機能
型居宅介護
事業所に
あっては，宿
泊定員数と
する。

定員数

介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点における防災意識啓発の取組に必要な経
費 　介護予防拠点におい

て参加者の防災に対
する意識の共有を図る
ために必要な需用費
（印刷製本費，修繕
料），備品購入費（備品
設置に伴う工事請負費
を含む），報酬，旅費，
役務費（通信運搬費，
広告料，手数料）又は
委託料。

・介護予防拠点

１　区　分

介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入に必要な経費

　特別養護老人ホーム
等の大規模修繕の際
にあわせて行う，介護
ロボット・ＩＣＴの導入に
必要な経費（令和元年
５月10日老総発0510
第１号・老高発0510第
１号・老振発0510第１
号厚生労働省老健局
総務課長・高齢者支援
課長・振興課長通知
「地域医療介護総合確
保基金（介護従事者の
確保に関する事業）に
おける「管理者等に対
する雇用管理改善方
策普及・促進事業」の
実施について」の別紙
１・別紙２を準用する）。



その４　事業メニュー名：民有地マッチング事業

※第２欄の補助単価については，別途知事が定めるものとする。

２　補助単価 ３　単位
４　対象経費

（助成に要する経費）
５　算定方法

民有地マッチング事業

・土地等所有者と介護施設等整
備法人等のマッチング支援

6,610千円以内 自治体

・整備候補地等の確保支援 5,410千円以内 自治体

・地域連携コーディネーターの配
置支援

5,290千円以内 1か所

※補助単価は,　県予算の範囲内で設定を行うことができることとする。

※離島振興法(昭和28年法律第72号） 及び奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）に基づく離島に所在する施設の
　 場合は，第５欄により算出された額に0.08を乗じて得た額を加算することができることとする。
　 ただし，この場合において算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合には，これを切り捨てるものとする。

その５　事業メニュー名：介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業

※第２欄の補助単価については，別途知事が定めるものとする。

２　補助単価 ３　単位
４　対象経費

（助成に要する経費）
５　算定方法

１　区　分

   民有地マッチング事業を
実施するために必要な賃
金，旅費，謝金，会議費，印
刷製本費，備品購入費等

　第１欄に定める施設等ごとに，第２
欄に定める補助単価に第３欄に定め
る単位の数を乗じて得た額の合計額
と，第４欄に定める対象経費の実支
出額の合計額と，総事業費から寄付
金その他の収入額（社会福祉法人等
の営利を目的としない法人の場合
は，寄付金収入額を除く。）を控除し
た額の合計額とを比較して少ない方
の額を交付額とする。
　ただし，この場合において算定され
た額に，1,000円未満の端数が生じた
場合には，これを切り捨てるものとす
る。

１　区　分

・簡易陰圧装置の設置に係る経費
支援事業

5,100千円

　知事が
認めた台
数（定員
数を上限
とする）

　
　簡易陰圧装置を設置する
ために必要な備品購入費，
工事費又は工事請負費及
び工事事務費（工事施工の
ため直接必要な事務に要す
る費用であって，旅費，消耗
品費，通信運搬費，印刷製
本費及び設計監督料等をい
い，その額は工事費又は工
事請負費の2.6％に相当す
る額を限度額とする。）
　ただし，別の負担（補助）
金等において別途補助対象
とする費用等を除き，工事
費又は工事請負費には，こ
れと同等と認められる委託
費及び分担金及び適当と認
められる購入費等を含む。

　
　第１欄に定める施設等ごとに，第２
欄に定める補助単価に第３欄に定め
る単位の数を乗じて得た額の合計額
と，第４欄に定める対象経費の実支
出額の合計額と，総事業費から寄付
金その他の収入額（社会福祉法人等
の営利を目的としない法人の場合
は，寄付金収入額を除く。）を控除し
た額の合計額とを比較して少ない方
の額に３分の２を乗じた額を交付額と
する。
　ただし，この場合において算定され
た額に，1,000円未満の端数が生じた
場合には，これを切り捨てるものとす
る。

 ゾーニング環境等の整備に係る経費支援事業

・ユニット型施設の各ユニットへ
の玄関室設置によるゾーニング
経費支援

1,180千円 １か所

　
　感染拡大防止のための
ゾーニング環境等の整備す
るために必要な備品購入
費，工事費又は工事請負費
及び工事事務費（工事施工
のため直接必要な事務に要
する費用であって，旅費，消
耗品費，通信運搬費，印刷
製本費及び設計監督料等を
いい，その額は工事費又は
工事請負費の2.6％に相当
する額を限度額とする。）
　ただし，別の負担（補助）
金等において別途補助対象
とする費用等を除き，工事
費又は工事請負費には，こ
れと同等と認められる委託
費及び分担金及び適当と認
められる購入費等を含む。

・従来型個室・多床室のゾーニン
グ経費支援

7,070千円 １か所

・家族面会室の整備等経費支援 4,130千円
施設・
事業所



※補助単価は,　県予算の範囲内で設定を行うことができることとする。

※離島振興法(昭和28年法律第72号） 及び奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）に基づく離島に所在する施設の
　 場合は，第５欄により算出された額に0.08を乗じて得た額を加算することができることとする。
　 ただし，この場合において算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合には，これを切り捨てるものとする。

その６　事業メニュー名：介護職員の宿舎施設整備事業

２　配分基準 ３　補助率
４　対象経費

（助成に要する経費）
５　算定方法

・特別養護老人ホーム

・介護老人保健施設

・介護医療院

・ケアハウス（特定施設入居者生
活介護の指定を受けるもの）

・認知症高齢者グループホーム

・小規模多機能型居宅介護事業
所

・定期巡回・随時対応型訪問介
護看護事業所

・看護小規模多機能型居宅介護
事業所

介護付きホーム（有料老人ホー
ム又はサービス付き高齢者向け
住宅であって，特定施設入居者
生活介護の指定を受けるもの）

※離島振興法(昭和28年法律第72号） 及び奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）に基づく離島に所在する施設の
　 場合は，第５欄により算出された額に0.08を乗じて得た額を加算することができることとする。
　 ただし，この場合において算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合には，これを切り捨てるものとする。

・多床室の個室化に要する改修費
支援事業

1,160千円 　定員数

　多床室の個室化に必要な
工事費又は工事請負費及
び工事事務費（工事施工の
ため直接必要な事務に要す
る費用であって，旅費，消耗
品費，通信運搬費，印刷製
本費及び設計監督料等をい
い，その額は工事費又は工
事請負費の2.6％に相当す
る額を限度額とする。）
　ただし，別の負担（補助）
金等において別途補助対象
とする費用等を除き，工事
費又は工事請負費には，こ
れと同等と認められる委託
費及び分担金及び適当と認
められる購入費等を含む。

　
　第１欄に定める施設等ごとに，第２
欄に定める補助単価に第３欄に定め
る単位の数を乗じて得た額の合計額
と，第４欄に定める対象経費の実支
出額の合計額と，総事業費から寄付
金その他の収入額（社会福祉法人等
の営利を目的としない法人の場合
は，寄付金収入額を除く。）を控除し
た額の合計額とを比較して少ない方
の額に３分の２を乗じた額を交付額と
する。
　ただし，この場合において算定され
た額に，1,000円未満の端数が生じた
場合には，これを切り捨てるものとす
る。

１　区　分

介護職員の宿舎施設整備事業
　
　特別養護老人ホーム等の
職員の宿舎の整備（宿舎の
整備と一体的に整備される
ものであって，知事が必要と
認めた整備を含む。）に必要
な工事費又は工事請負費
及び工事事務費（工事施工
のため直接必要な事務に要
する費用であって，旅費，消
耗品費，通信運搬費，印刷
製本費及び設計監督料等を
いい，その額は工事費又は
工事請負費の2.6％に相当
する額を限度額とする。）
　ただし，別の負担（補助）
金等において別途補助対象
とする費用等を除き，工事
費又は工事請負費には，こ
れと同等と認められる委託
費及び分担金及び適当と認
められる購入費等を含む。

　
　第１欄に定める施設等ごとに，第２
欄に定める配分基準により算定した
額と，第４欄に定める対象経費の実
支出額の合計額と，総事業費から寄
付金その他の収入額（社会福祉法人
等の営利を目的としない法人の場合
は，寄付金収入額を除く。）を控除し
た額の合計額とを比較して少ない方
の額に第３欄に定める補助率を乗じ
て得た額を交付額とする。
　ただし，この場合において算定され
た額に，1,000円未満の端数が生じた
場合には，これを切り捨てるものとす
る。介護職員１定員当たりの延べ

床面積（バルコニー，廊下，
階段等共用部分を含む。）
33㎡

※上記の基準面積は，補助
金算出の限度となる面積であ
り，実際の建築面積が上記を
下回る場合には，実際の当
該建築面積を基準面積とす
る。

１／３



第１号様式（第３条関係）

住所

（申請者）

氏名

１　事業メニュー名 （ ）

金 円

３　関係書類

　（１）　　事業計画書

　（２）　　申請額算出内訳書

  （３）　　収入支出予算書

　（４）　　その他必要とする書類

２　補助金交付申請額

別記

鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　殿

記

 番    号

　　　 年　　月　　日

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金交付申請書

         年度において鹿児島県地域介護基盤整備事業を実施したいので，下記のとおり補助金を交付く
ださるよう，鹿児島県補助金等交付規則第３条及び鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金交付要
綱第３条の規定により，関係書類を添えて申請します。



第２号の１様式（第３条，第６条関係）

１　地域密着型サービス等整備等助成事業

（注1）変更申請の場合，下段に前回申請した内容を記載し，変更部分においては上段に（　）書きで変更後の額を記載すること。

２　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業

（注2）細メニューの「既存施設のユニット化改修」，「特養（多床室）のプライバシー保護のための改修」，「介護施設等の看取り
　　　 環境の整備」，「共生型サービス事業所の整備」を実施する場合は，備考欄にその旨記載すること。

補助金
交付申請額（円）

備　　考施設名

（注2）細メニューの「介護施設等の合築等」，「空き家を活用した整備」，「介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規
　　　 模修繕・耐震化整備」，「災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備」，「災害イエロー
　　　 ゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整備」を実施する場合は，備考欄にその旨記載すること。

施設の種類

合　　　　　　　計

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金事業（変更）計画書

補助金
交付申請額（円）

施設の種類 施設名 備　　考

合　　　　　　　計

（注1）変更申請の場合，下段に前回申請した内容を記載し，変更部分においては上段に（　 ）書きで変更後の額を記載すること。



第２号の２様式（第３条,　第６条関係）

１　対象施設の概要

（１）施設の種類

（２）施設の名称

（３）住　所

（４）実施主体

（５）入所（利用）定員

（６）開設（増員）予定年月日
　 　         年　　月　　日

２　開設準備経費等に係る事業計画

（１）事業実施状況

（２）経費支出予定額内訳
（単位：円）

（注1）変更申請においては，前回提出した内容と同一の内容を記載し， 今回の変更部分においては，上
　　　段に（　）書きで変更後の内容を記載すること。
（注2）経費区分においては，別表その３の対象経費に記載の需用費，使用料，賃借料，備品購入費，報
　　　酬，給料，職員手当等，共済費，賃金，旅費，役務費等の区分により記載すること。

合　計

実施予定期間
　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　～　　　　年　　　　月　　　　日

実施概要 　　

経費区分
対象経費

支出予定額
積算内訳

事　業　（ 変 更 ） 計　画　書

現在定員 増加定員 合　　計

人　 人　 人　



第２号の３様式（第３条,　第６条関係）

１　対象事業の概要

（１）事業区分

（２）実施主体

（３）計画
ア　土地等所有者と介護施設等整備法人等のマッチング支援
　・　施設整備候補地等計画数（か所）
　・　介護施設等整備法人計画数（施設・事業所数及び施設等の定員数）
　・　マッチング計画数（か所）

イ　整備候補地等の確保支援
　・　施設整備候補地確保計画数（か所）

ウ地域連携コーディネーターの配置支援
　・　配置場所
　・　配置主体
　・　配置人数（人）

２　民有地マッチング事業に係る事業計画

（１）取組・事業内容

（２）経費支出予定額内訳
（単位：円）

（注1）変更申請においては，前回提出した内容と同一の内容を記載し， 今回の変更部分においては，上
　　　段に（　）書きで変更後の内容を記載すること。
（注2）経費区分においては，別表その4の対象経費に記載の賃金，旅費，謝金，会議費，印刷製本費，備品
　　　購入費等の区分により記載すること。

事　業　（ 変 更 ） 計　画　書

合　計

実施予定期間

取組・事業概要

経費区分
対象経費

支出予定額
積算内訳

　　

　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　～　　　　年　　　　月　　　　日



第２号の４様式（第３条，第６条関係）

１　介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業

　(1)　簡易陰圧装置の設置に係る経費支援事業

定員
設置

台数（台）

（注1）変更申請の場合，下段に前回申請した内容を記載し，変更部分においては上段に（　）書きで変更後の額を記載すること。

　(2)  ゾーニング環境等の整備に係る経費支援事業

（注1）変更申請の場合，下段に前回申請した内容を記載し，変更部分においては上段に（　）書きで変更後の額を記載すること。

（注2）備考欄には「ユニット型施設の各ユニットへの玄関室設置」,「従来型個室・多床室のゾーニング」,「家族面会室の整備等」

　(3)  多床室の個室化に要する改修費支援事業

（注1）変更申請の場合，下段に前回申請した内容を記載し，変更部分においては上段に（　）書きで変更後の額を記載すること。

２　介護職員の宿舎施設整備事業

介　 護
職員数

宿舎
定員

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計

　　のいずれか実施する事業を記載すること。　　

施設の種類
改修により

個室となる定員
施設名

補助金
交付申請額（円）

（注1）変更申請の場合，下段に前回申請した内容を記載し，変更部分においては上段に（　 ）書きで変更後の額を記載すること。

施設の種類 施設名
補助金

交付申請額（円）
備　　考

合　　　　　　　計

施設の種類 施設名
補助金

交付申請額（円）

   　　　年度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金事業（変更）計画書

施設の種類 施設名
補助金

交付申請額（円）



第
３

号
様

式
（

第
３

条
，

第
６

条
関

係
）

（
単

位
：

円
）

差
引
額

補
助

基
準

額

Ｄ
Ｇ

Ａ
Ｂ

Ｃ
(
Ａ

－
Ｃ
)

Ｅ
Ｆ

(
Ｅ

×
Ｆ
)

（
注

２
）

Ｅ
欄

に
は

，
「

別
表

そ
の

１
」

の
第

３
欄

に
定

め
る

単
位

の
数

を
記

入
す

る
こ

と
。

（
注

３
）

補
助

金
所

要
額

欄
に

は
，

各
施

設
等

種
別

ご
と

に
所

要
額

を
記

入
す

る
こ

と
と

し
，

補
助

金
所

要
額

は
Ｂ

欄
，

Ｄ
欄

及
び

Ｇ
欄

の
額

を
比

較
し

て
最

も
低

い
額
と
す

る
こ

と
。

（
注

４
）

変
更

申
請

の
場

合
，

下
段

に
前

回
申

請
し

た
内

容
を

記
載

し
，

変
更

部
分

に
お

い
て

は
，

上
段

に
（
 
）

書
き

で
変

更
後

の
額

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
注

５
）

細
メ

ニ
ュ

ー
の

「
介

護
施

設
等

の
合

築
等

」
，

「
空

き
家

を
活

用
し

た
整

備
」

，
「

介
護

施
設

等
の

創
設

を
条

件
に

行
う

広
域

型
施

設
の

大
規

模
修

繕
・

耐
震
化
整

備
」

，
「

災
害

レ
ッ

ド
ゾ

ー
ン

に
所

在
す

る
老

朽
化

等
し

た
広

域
型

介
護

施
設

等
の

移
転
改

　
　

　
　

築
整

備
」

，
「

災
害

イ
エ

ロ
ー

ゾ
ー

ン
に

所
在

す
る

老
朽

化
等

し
た

広
域

型
介

護
施

設
等

の
改

築
整

備
」

を
実

施
す

る
場

合
は

，
備

考
欄

に
そ

の
旨

記
載

す
る
こ
と

。

（
単

位
：

円
）

№
差

引
額

補
助

基
準

額

Ｄ
Ｇ

Ａ
Ｂ

Ｃ
(
Ａ

－
Ｃ
)

Ｅ
Ｆ

(
Ｅ

×
Ｆ
)

（
注

１
）

計
画

に
記

載
さ

れ
た

施
設

等
の

う
ち

，
当

該
年

度
に

整
備

す
る

施
設

等
に

つ
い

て
記

入
す

る
こ

と
。

（
注

２
）

Ｅ
欄

に
は

，
「

別
表

そ
の

２
」

の
第

３
欄

に
定

め
る

単
位

の
数

を
記

入
す

る
こ

と
。

（
注

３
）

補
助

金
所

要
額

欄
に

は
，

各
施

設
等

種
別

ご
と

に
所

要
額

を
記

入
す

る
こ

と
と

し
，

補
助

金
所

要
額

は
Ｂ

欄
，

Ｄ
欄

及
び

Ｇ
欄

の
額

を
比

較
し

て
最

も
低

い
額
と
す

る
こ

と
。

（
注

４
）

変
更

申
請

の
場

合
，

下
段

に
前

回
申

請
し

た
内

容
を

記
載

し
，

変
更

部
分

に
お

い
て

は
，

上
段

に
（
 
）

書
き

で
変

更
後

の
額

を
記

載
す

る
こ

と
。

総
事

業
費

単
位

補
助

単
価

4

合
　

　
計

3 4

施
設

等
種
別

施
設

等
の

名
称

設
置

主
体

設
置

場
所

総
事

業
費

補
助

単
価

１
　

地
域

密
着

型
サ

ー
ビ

ス
等

整
備

等
助

成
事

業

（
注

１
）

計
画

に
記

載
さ

れ
た

施
設

等
の

う
ち

，
当

該
年

度
に

整
備

す
る

施
設

等
に

つ
い

て
記

入
す

る
こ

と
。

施
設

等
種
別

単
位

施
設

等
の

名
称

設
置

主
体

1 2

２
　

既
存

の
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

等
の

ユ
ニ

ッ
ト

化
改

修
等

支
援

事
業

21

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

補
助

金
所

要
額

設
置

場
所

3

合
　

　
計

備
　

　
考

備
　

　
考

（
注

５
）

細
メ

ニ
ュ

ー
の

「
既

存
施

設
の

ユ
ニ

ッ
ト

化
改

修
」

，
「

特
養

（
多

床
室

）
の

プ
ラ

イ
バ

シ
ー

保
護

の
た

め
の

改
修

」
，

「
介

護
施

設
等

の
看

取
り

環
境

の
整
備
」

，
「

共
生

型
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

の
整

備
」

を
実

施
す

る
場

合
は

，
備

考
欄

　
　

　
　

に
そ

の
旨

記
載

す
る

こ
と
。

Ｈ

№

年
度

鹿
児

島
県

地
域

介
護

基
盤

整
備

事
業

費
補

助
金

申
請

額
（

変
更

）
算

出
内

訳
書

対
象

経
費

の
実

支
出

額
寄

付
金

そ
の

他
の

収
入

額
補

助
金

所
要
額

Ｈ

対
象

経
費

の
実

支
出

額



（
単

位
：

円
）

差
引
額

補
助

基
準

額

Ｄ
Ｇ

Ａ
Ｂ

Ｃ
(
Ａ

－
Ｃ
)

Ｅ
Ｆ

(
Ｅ

×
Ｆ
)

（
注

１
）

Ｅ
欄

に
は

，
「

別
表

そ
の

３
」

の
第

３
欄

に
定

め
る

単
位

の
数

を
記

入
す

る
こ

と
。

（
注

２
）

補
助

金
所

要
額

欄
に

は
，

各
施

設
等

種
別

ご
と

に
所

要
額

を
記

入
す

る
こ

と
と

し
，

補
助

金
所

要
額

は
Ｂ

欄
，

Ｄ
欄

及
び

Ｇ
欄

の
額

を
比

較
し

て
最

も
低

い
額
と
す

る
こ

と
。

（
注

３
）

変
更

申
請

の
場

合
，

下
段

に
前

回
申

請
し

た
内

容
を

記
載

し
，

変
更

部
分

に
お

い
て

は
，

上
段

に
（
 
）

書
き

で
変

更
後

の
額

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
注

４
）

細
メ

ニ
ュ

ー
の

「
介

護
施

設
等

の
大

規
模

修
繕

の
際

に
あ

わ
せ

て
行

う
介

護
ロ

ボ
ッ

ト
・

Ｉ
Ｃ

Ｔ
の

導
入

」
を

実
施

す
る

場
合

は
，

備
考

欄
に

そ
の

旨
記

載
す
る
こ

と
。

（
単

位
：

円
）

差
引
額

補
助

基
準

額

Ｄ
Ｇ

Ａ
Ｂ

Ｃ
(
Ａ

－
Ｃ
)

Ｅ
Ｆ

 
(
Ｅ

×
Ｆ
)

（
注

１
）

Ｅ
欄

に
は

，
「

別
表

そ
の

４
」

の
第

３
欄

に
定

め
る

単
位

の
数

を
記

入
す

る
こ

と
。

（
注

２
）

補
助

金
所

要
額

欄
に

は
，

各
事

業
区

分
ご

と
に

所
要

額
を

記
入

す
る

こ
と

と
し

，
補

助
金

所
要

額
は

Ｂ
欄

，
Ｄ

欄
及

び
Ｇ

欄
の

額
を

比
較

し
て

最
も

低
い

額
と
す
る

こ
と
。

（
注

３
）

変
更

申
請

の
場

合
，

下
段

に
前

回
申

請
し

た
内

容
を

記
載

し
，

変
更

部
分

に
お

い
て

は
，

上
段

に
（
 
）

書
き

で
変

更
後

の
額

を
記

載
す

る
こ

と
。

３
　

介
護

施
設

等
の

施
設

開
設

準
備

経
費

等
支

援
事

業

設
置

主
体

設
置

場
所

総
事

業
費

単
位

補
助

単
価

321

合
　

　
計

4

備
　

　
考

№
補

助
金

所
要
額

Ｈ

備
　

　
考

対
象

経
費

の
実

支
出

額
寄

付
金

そ
の

他
の

収
入

額
補

助
金

所
要
額

補
助

単
価

４
　

民
有

地
マ

ッ
チ

ン
グ

事
業

事
業

区
分

実
施

主
体

設
置

主
体

実
施

場
所

設
置

場
所

№

1

合
　

　
計

2

単
位

総
事

業
費

対
象

経
費

の
実

支
出

額
寄

付
金

そ
の

他
の

収
入

額

Ｈ

施
設

等
種
別

施
設

等
の

名
称



５
　

介
護

施
設

等
に

お
け

る
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

拡
大

防
止

対
策

支
援

事
業

№
差

引
額

補
助

基
準

額
補

助
金

所
要
額

Ｄ
Ｇ

Ｉ

Ａ
Ｂ

Ｃ
(
Ａ

－
Ｃ
)

Ｅ
Ｆ

(
Ｅ

×
Ｆ
)

Ｈ

（
注

１
）

Ｅ
欄

に
は

「
別

表
そ

の
５

」
の

第
３

欄
に

定
め

る
単

位
の

数
を

記
入

す
る

こ
と
。

（
注

２
）

補
助

金
所

要
額

欄
に

は
，

各
施

設
等

種
別

ご
と

に
所

要
額

を
記

入
す

る
こ

と
と

し
，

補
助

金
所

要
額

は
Ｂ

欄
，

Ｄ
欄

及
び

Ｇ
欄

の
額

を
比

較
し

て
最

も
低

い
額
に
Ｈ

欄
の

補
助

率
を

乗
じ

た
額

と
す

る
こ

と
。

（
注

３
）

変
更

申
請

の
場

合
，

下
段

に
前

回
申

請
し

た
内

容
を

記
載

し
，

変
更

部
分

に
お

い
て

は
，

上
段

に
（
 
）

書
き

で
変

更
後

の
額

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
注

４
）
 
備

考
欄

に
は

，
「

簡
易

陰
圧

装
置

の
設

置
」
,
「

ユ
ニ

ッ
ト

型
施

設
の

各
ユ

ニ
ッ

ト
へ

の
玄

関
室

設
置

」
,
「

従
来

型
個

室
・

多
床

室
の

ゾ
ー

ニ
ン

グ
」
,
「

家
族
面

会
室

の
整

備
等

」
,
「

多
床

室
の

個
室

化
に

要
す

る
改

修
」

の
い

ず
れ

か
実

施
す
る

事
業

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
単

位
：

円
）

№
差

引
額

Ｄ
Ａ

Ｂ
Ｃ

(
Ａ

－
Ｃ
)

（
注

１
）

補
助

金
所

要
額

欄
に

は
，

各
施

設
等

種
別

ご
と

に
所

要
額

を
記

入
す

る
こ

と
と

し
，

補
助

金
所

要
額

は
Ｂ

欄
，

Ｄ
欄

及
び

Ｅ
欄

の
額

を
比

較
し

て
最

も
低

い
額
に
「

別
表

そ
の

６
」

の
第

３
欄

に
定

め
る

補
助

率
を

乗
じ

て
得

た
額

と
す

る
こ

と
。

（
注

２
）

変
更

申
請

の
場

合
，

下
段

に
前

回
申

請
し

た
内

容
を

記
載

し
，

変
更

部
分

に
お

い
て

は
，

上
段

に
（
 
）

書
き

で
変

更
後

の
額

を
記

載
す

る
こ

と
。

備
　

　
考

Ｆ

1

Ｅ

合
　

　
計

2 3

施
設

等
種
別

施
設

等
の

名
称

設
置

主
体

設
置

場
所

総
事

業
費

補
助
率

対
象

経
費

の
実

支
出

額

2 3

対
象

経
費

の
実

支
出

額
寄

付
金

そ
の

他
の

収
入

額
補

助
基

準
額

補
助

金
所

要
額

６
　

介
護

職
員

の
宿

舎
施

設
整

備
に

係
る

支
援

事
業

合
　

　
計

1

補
助

単
価

備
　

　
考

施
設

等
種
別

施
設

等
の

名
称

設
置

主
体

設
置

場
所

総
事

業
費

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

設
置

台
数



第４号様式（第３条,　第６条関係）

１　収　入

県費補助金

２　支　出

（注）変更申請においては, 前回提出した内容と同一の内容を記載し, 今回の変更部分においては,
　　　上段に（　）書きで変更後の内容を記載すること。

（ 変 更 ） 収　入　支　出　予　算　書

項　　目 予算額（円） 備　　考

計

項　　目 予算額（円） 備　　考

計



住所

氏名

１　事業メニュー名 （ ）

２　施設の種類及び名称

３　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条の規定に

　よる確定額又は事業実績報告による精算額

金 円

４　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額

　　（要交付金返還相当額）

金 円

５　添付書類

　　４の消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額の積算内訳等

　　　       　　年　　月　　日付け　　第　　　号で補助金交付決定通知のあった      　年度鹿児島
県地域介護基盤整備事業費補助金に係る仕入れ控除税額について，下記のとおり報告します。

第５号様式（第４条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

記

　　　 番      号

　　　 年　　月　　日

年度消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額報告書

（補助事業者）



鹿児島県知事

１　補助金の額　　　 金 円

（内訳）

（１）地域密着型サービス等整備等助成事業

（２）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業

（３）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業

（４）民有地マッチング事業

（５）介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業

（６）介護職員の宿舎施設整備事業

２　交付の条件

　　鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金交付要綱第４条のとおり

合　　　　　　　　　計

施設名

施設の種類 施設名

合　　　　　　　　　計

施設の種類

合　　　　　　　　　計

実施場所・設置場所事業の種類

第６号様式（第５条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金交付決定通知書

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

         年　　月　　日付け（　　　第　　　　号）で申請のあった      　　　　年度鹿児島県地域介護基盤整
備事業費補助金については，鹿児島県補助金等交付規則第４条の規定により下記のとおり交付するこ
とに決定しました。

記

補助金所要額（円）

合　　　　　　　　　計

補助金所要額（円）

備　　考

備　　考

施設の種類 施設名 補助金所要額（円） 備　　考

備　　考補助金所要額（円）

備　　考

施設の種類 施設名 補助金所要額（円） 備　　考

合　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　計

事業の種類 実施場所・設置場所 補助金所要額（円）



 

住所

（申請者）

氏名

１　事業メニュー名 （ ）

金 円

金 円）

３　計画変更の理由

４　関係書類

　（１）　　事業変更計画書

　（２）　　申請額変更算出内訳書

  （３）　　変更収入支出予算書

　（４）　　その他必要とする書類

（うち前回までの申請額　　　

２　補助金交付申請額　　　　

第７号様式（第６条関係）

鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　　　　殿

記

番 号

年 月 日

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金変更申請書

         年　　月　　日付け　 　 第　　　　　　号で補助金交付決定通知のあった　　　　 　 年度鹿児島
県地域介護基盤整備事業を下記のとおり変更したいので， 鹿児島県補助金等交付規則第７条及び
鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金交付要綱第６条の規定により，関係書類を添えて申請し
ます。



 

（ ）

鹿児島県知事

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金変更承認通知書

第８号様式（第６条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

番
号

年 月 日

　　　　事業メニュー名

         年　　月　　日付け（　　　第　　　　号）で申請のあった　 　　年度鹿児島県地域介護基盤
整備事業の変更については，鹿児島県補助金等交付規則第７条の規定により承認します。



鹿児島県知事

１　補助金の額　　　 金 円

（内訳）

（１）地域密着型サービス等整備等助成事業

（２）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業

（３）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業

（４）民有地マッチング事業

（５）介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業

（６）介護職員の宿舎施設整備事業

２　交付の条件

　　鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金交付要綱第４条のとおり

合　　　　　　　　　計

事業の種類 実施場所・設置場所 補助金所要額（円） 備　　考

合　　　　　　　　　計

施設の種類 施設名 補助金所要額（円） 備　　考

補助金所要額（円） 備　　考

合　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　計

事業の種類 実施場所・設置場所

合　　　　　　　　　計

施設の種類 施設名 補助金所要額（円） 備　　考

施設の種類 施設名 補助金所要額（円） 備　　考

合　　　　　　　　　計

記

施設の種類 施設名 補助金所要額（円） 備　　考

第９号様式（第６条関係）

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金変更交付決定通知書

         年　　月　　日付け（　　　第　　　号）で申請のあった      　　　　年度鹿児島県地域介護基盤整備
事業費の変更については，鹿児島県補助金等交付規則第７条第２項の規定により承認し，下記のとお
り変更決定します。



住所

氏名

１　地域密着型サービス施設等整備等助成事業

施 設 名
(施設等種別)

設置主体
創設・増床
の　　　 別

補助額
（Ａ）

12月末日ま
での出来高

（Ｂ）

3月末日ま
での出来高

（Ｃ）

繰越見込高
(D)=100-(C)

繰越見込額
(E)=(A)×

(D)
備　　　考

円 ％ ％ ％ 円

※翌年度への繰越が見込まれる場合は，「備考」欄に繰越理由を具体的に記入すること。

２　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業

施 設 名
(施設等種別)

設置主体
補助額

（Ａ）
12月末日まで
の出来高（Ｂ）

3月末日ま
での出来高

（Ｃ）

繰越見込高
(D)=100-(C)

繰越見込額
(E)=(A)×(D)

円 ％ ％ ％ 円

※翌年度への繰越が見込まれる場合は，「備考」欄に繰越理由を具体的に記入すること。

３　介護施設等の施設開設準備経費等支援事業

開設予定
年　月　日

４　民有地マッチング事業
終了予定
年　月　日

※翌年度への繰越が見込まれる場合は，「備考」欄に繰越理由を具体的に記入すること。

５　介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業

施 設 名
(施設等種別)

設置主体
補助額

（Ａ）
12月末日まで
の出来高（Ｂ）

3月末日ま
での出来高

（Ｃ）

繰越見込高
(D)=100-(C)

繰越見込額
(E)=(A)×(D)

円 ％ ％ ％ 円

※翌年度への繰越が見込まれる場合は，「備考」欄に繰越理由を具体的に記入すること。

６　介護職員の宿舎施設整備事業

施 設 名
(施設等種別)

設置主体
補助額

（Ａ）
12月末日まで
の出来高（Ｂ）

3月末日ま
での出来高

（Ｃ）

繰越見込高
(D)=100-(C)

繰越見込額
(E)=(A)×(D)

円 ％ ％ ％ 円

※翌年度への繰越が見込まれる場合は，「備考」欄に繰越理由を具体的に記入すること。

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業による事業進捗状況報告書

事業区分 設置主体

記

備　　　考

備　　　考

第10号様式（第８条関係）

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　　　　　殿

（補助事業者）

設置主体 補助額（円）

備　　　考

補助額（円）

備　　　考

備　　　考

         年　　月　　日付け　　 　第　　　　号の交付決定通知に基づき　　　 　　年度鹿児島県地域介護基
盤整備事業に係る事業進捗状況を鹿児島県補助金等交付規則第11条の規定により，下記のとおり報
告します。

施 設 名
（施設等種別）



住所

（申請者）

氏名

１　事業着手の理由

２　事業メニュー名

３　事業箇所

４　事業費

５　事業概要

６　着手予定年月日

７　完成予定年月日

第11号様式（第９条関係）

鹿児島県知事　　　　　　　　　　　殿

記

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業事前着手承認申請書

         年度において下記の理由により事業を早期に実施したいので，承認くださるよう申請し
ます。



　　事業メニュー名 （ ）

　　条　　　件

　　１　　当該事業の全部，又は一部が補助の対象とならなかった場合において，異議の申立ては

　　　  しないこと。

　　２　　事前執行であっても，関係法令・規則等を遵守すること。

第12号様式（第９条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

記

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

鹿児島県知事

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業事前着手承認通知書

         年　　月　　日付け（　　第　　　号）で申請のあった　　　　年度鹿児島県地域介護基盤整備
事業は，下記条件を付して申請のとおり着手されることを承認します。



住所

氏名

１　事業メニュー名 （ ）

２　補助金交付予定額　　　 金 円

３　補助金精算額 金 円

４　関係書類

　（１）　　事業実績書

　（２）　　精算額算出内訳書

  （３）　　収入支出決算書

　（４）　　その他必要とする書類

第13号様式（第10条関係）

鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　　　　　殿

記

　 番      号

　　　 年　　月　　日

（補助事業者）

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金実績報告書

         年　　月　　日付け　　 　第　　　　　　号の交付決定通知に基づき　　　　　年度鹿児島県地
域介護基盤整備事業を実施したので，鹿児島県補助金等交付規則第13条及び鹿児島県地域
介護基盤整備事業費補助金交付要綱第10条の規定により， 関係書類を添えてその実績 を報
告します。



第14号の１様式（第10条関係）

１　地域密着型サービス整備等助成事業

２　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業

（注）細メニューの「既存施設のユニット化改修」，「特養（多床室）のプライバシー保護のための改修」，「介護施設等の看取り環境の
      整備」，「共生型サービス事業所の整備」を実施する場合は，備考欄にその旨記載すること。

（注）細メニューの「介護施設等の合築等」，「空き家を活用した整備」，「介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規
　　　模修繕・耐震化整備」，「災害レッドゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の移転改築整備」，「災害イエロー
　　　ゾーンに所在する老朽化等した広域型介護施設等の改築整備」を実施する場合は，備考欄にその旨記載すること。

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金事業実績書

施設の種類 施設名 補助金精算額（円） 備　　考

施設の種類 施設名

合　　　　　　　計

備　　考補助金精算額（円）

合　　　　　　　　計



第14号の２様式（第10条関係）

１　対象施設の概要

（１）施設の種類

（２）施設の名称

（３）住　所

（４）実施主体

（５）入所（利用）定員

（６）開設（増員）年月日
　 　 　　　　　年　　月　　日

２　開設準備経費等に係る事業内容

（１）事業実施状況

（２）経費支出済額内訳
（単位：円）

（注）経費区分においては，別表その３の対象経費に記載の需用費，使用料，賃借料，備品購入費，報
　　　酬，給料，職員手当等，共済費，賃金，旅費，役務費等の区分により記載すること。

合　計

実施期間 　　　　　年　　月　　日　　～　　年　　月　　日

実施概要

経費区分
対象経費
支出済額

積算内訳

事　業　実　績　書

現在定員 増加定員 合　　計

人　 人　 人　



第14号の３様式（第10条関係）

１　対象事業の概要
（１）事業区分

（２）実施主体

（３）実績
ア　土地等所有者と介護施設等整備法人等のマッチング支援
　・ 施設整備候補地等応募数（か所）
  ・ 整備候補地等選定数（か所）
  ・ 介護施設等整備法人等応募数（施設・事業所数及び施設等の定員数）
  ・ 介護施設等整備法人等選定数（施設・事業所数及び施設等の定員数）
  ・　マッチング数（か所）
  ・　整備決定数（か所）

イ　整備候補地等の確保支援
  ・ 施設整備地確保数（か所）

ウ  地域連携コーディネーターの配置支援
  ・　配置場所
  ・　配置主体
  ・　配置人数（人）

２　民有地マッチング事業に係る事業内容
（１）取組・事業内容

（２）経費支出済額内訳 （単位：円）

（注）経費区分においては，別表その4の対象経費に記載の賃金，旅費，謝金，会議費，印刷製本費，備品
　　　購入費等の区分により記載すること。

経費区分
対象経費
支出済額

積算内訳

合　計

実施期間
　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　～　　　　年　　　　月　　　　日

取組・事業概要 　　

事　業　実　績　書



第１４号の４様式（第10条関係）

１　介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業

　(1)　簡易陰圧装置の設置に係る経費支援事業

定員
設置

台数（台）

　(2)  ゾーニング環境等の整備に係る経費支援事業

（注）備考欄には「ユニット型施設の各ユニットへの玄関室設置」,「従来型個室・多床室のゾーニング」,「家族面会室の整備等」

　(3)  多床室の個室化に要する改修費支援事業

２　介護職員の宿舎施設整備事業

介　 護
職員数

宿舎定員

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金事業実績書

施設の種類 施設名
補助金

交付精算額（円）

合　　　　　　　計

施設の種類 施設名
補助金

交付精算額（円）
備　　考

合　　　　　　　計

施設の種類 施設名
補助金

交付精算額（円）
改修により

個室となる定員

合　　　　　　　計

施設の種類 施設名
補助金

交付精算額（円）

合　　　　　　　計

　　のいずれか実施した事業を記載すること。　　
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Ｅ
欄

に
は

，
「

別
表

そ
の

１
」

の
第

３
欄

に
定

め
る

単
位

の
数

を
記

入
す

る
こ

と
。

（
注

３
）

補
助

金
所

要
額

欄
に

は
，

各
施

設
等

種
別

ご
と

に
所

要
額

を
記

入
す

る
こ

と
と

し
，

補
助

金
所

要
額

は
Ｂ

欄
，

Ｄ
欄

及
び

Ｇ
欄

の
額

を
比

較
し

て
最

も
低

い
額
と
す

る
こ

と
。

（
注

４
）

細
メ

ニ
ュ

ー
の

「
介

護
施

設
等

の
合

築
等

」
，

「
空

き
家

を
活

用
し

た
整

備
」

，
「

介
護

施
設

等
の

創
設

を
条

件
に

行
う

広
域

型
施

設
の

大
規

模
修

繕
・

耐
震
化
整

備
」

，
「

災
害

レ
ッ

ド
ゾ

ー
ン

に
所

在
す

る
老

朽
化

等
し

た
広

域
型

介
護

施
設

等
の

移
転
改

　
　

　
　

築
整

備
」

，
「

災
害

イ
エ

ロ
ー

ゾ
ー

ン
に

所
在

す
る

老
朽

化
等

し
た

広
域

型
介

護
施

設
等

の
改

築
整

備
」

を
実

施
す

る
場

合
は

，
備

考
欄

に
そ

の
旨

記
載

す
る
こ
と

。

２
　

既
存

の
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

等
の

ユ
ニ

ッ
ト

化
改

修
等

支
援

事
業

（
単

位
：

円
）

差
引
額

補
助

基
準

額

Ｄ
Ｇ

Ａ
Ｂ

Ｃ
(
Ａ

－
Ｃ
)

Ｅ
Ｆ

(
Ｅ

×
Ｆ
)

Ｉ
Ｊ

(
Ｉ

－
Ｈ

)

1 2 3 4

（
注

２
）

Ｅ
欄

に
は

，
「

別
表

そ
の

２
」

の
第

３
欄

に
定

め
る

単
位

の
数

を
記

入
す

る
こ

と
。

（
注

３
）

補
助

金
所

要
額

欄
に

は
，

各
施

設
等

種
別

ご
と

に
所

要
額

を
記

入
す

る
こ

と
と

し
，

補
助

金
所

要
額

は
Ｂ

欄
，

Ｄ
欄

及
び

Ｇ
欄

の
額

を
比

較
し

て
最

も
低

い
額
と
す

る
こ

と
。

（
注

４
）

細
メ

ニ
ュ

ー
の

「
既

存
施

設
の

ユ
ニ

ッ
ト

化
改

修
」

，
「

特
養

（
多

床
室

）
の

プ
ラ

イ
バ

シ
ー

保
護

の
た

め
の

改
修

」
，

「
介

護
施

設
等

の
看

取
り

環
境

の
整
備
」

，
「

共
生

型
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

の
整

備
」

を
実

施
す

る
場

合
は

，
備

考
欄

に
そ

の
旨

記
載

す
る

　
　

　
　

こ
と
。

補
助

金
受

入
済

額

　
差

引
過

△
不

足
額

Ｋ

補
助
金

交
付

決
定
額

Ｈ

単
位

補
助

単
価

施
設

等
種
別

施
設

等
の

名
称

設
置

主
体

設
置

場
所

総
事

業
費

補
助

単
価

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

単
位

補
助
金

交
付

決
定
額

補
助

金
受

入
済

額

　
差

引
過

△
不

足
額

Ｋ

Ｈ

施
設

等
種
別

施
設

等
の

名
称

設
置

主
体

設
置

場
所

総
事

業
費

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

合
　

　
計

（
注

１
）

計
画

に
記

載
さ

れ
た

施
設

等
の

う
ち

，
当

該
年

度
に

整
備

す
る

施
設

等
に

つ
い

て
記

入
す

る
こ

と
。

合
　

　
計

備
　

考

備
　

考

年
度

鹿
児

島
県

地
域

介
護

基
盤

整
備

事
業

費
補

助
金

精
算

額
算

出
内

訳
書

№
補

助
金

所
要

額
対

象
経

費
の

実
支

出
額

№
対

象
経

費
の

実
支

出
額

補
助

金
所

要
額

（
注

１
）

計
画

に
記

載
さ

れ
た

施
設

等
の

う
ち

，
当

該
年

度
に

整
備

す
る

施
設

等
に

つ
い

て
記

入
す

る
こ

と
。



（
単

位
：

円
）

差
引
額

補
助

基
準

額

Ｄ
Ｇ

Ａ
Ｂ

Ｃ
(
Ａ

－
Ｃ
)

Ｅ
Ｆ

(
Ｅ

×
Ｆ
)

Ｉ
Ｊ

(
Ｉ

－
Ｈ

)

1 2 3 4

（
注

２
）

Ｅ
欄

に
は

，
「

別
表

そ
の

３
」

の
第

３
欄

に
定

め
る

単
位

の
数

を
記

入
す

る
こ

と
。

（
注

３
）

補
助

金
所

要
額

欄
に

は
，

各
施

設
等

種
別

ご
と

に
所

要
額

を
記

入
す

る
こ

と
と

し
，

補
助

金
所

要
額

は
Ｂ

欄
，

Ｄ
欄

及
び

Ｇ
欄

の
額

を
比

較
し

て
最

も
低

い
額
と
す

る
こ

と
。

（
注

４
）

細
メ

ニ
ュ

ー
の

「
介

護
施

設
等

の
大

規
模

修
繕

の
際

に
あ

わ
せ

て
行

う
介

護
ロ

ボ
ッ

ト
・

Ｉ
Ｃ

Ｔ
の

導
入

」
を

実
施

す
る

場
合

は
，

備
考

欄
に

そ
の

旨
記

載
す
る
こ

と
。

（
単

位
：

円
）

差
引
額

補
助

基
準

額

Ｄ
Ｇ

Ａ
Ｂ

Ｃ
(
Ａ

－
Ｃ
)

Ｅ
Ｆ

 
(
Ｅ

×
Ｆ

)
Ｉ

Ｊ
(
Ｉ

－
Ｈ

)

1 2

（
注

１
）

Ｅ
欄

に
は

，
「

別
表

そ
の

４
」

の
第

３
欄

に
定

め
る

単
位

の
数

を
記

入
す

る
こ

と
。

（
注

２
）

補
助

金
所

要
額

欄
に

は
，

各
事

業
区

分
ご

と
に

所
要

額
を

記
入

す
る

こ
と

と
し

，
補

助
金

所
要

額
は

Ｂ
欄

，
Ｄ

欄
及

び
Ｇ

欄
の

額
を

比
較

し
て

最
も

低
い

額
と
す
る

こ
と
。

合
　

　
計

　
差

引
過

△
不

足
額

Ｋ
備

　
考

補
助

金
交

付
決

定
額

補
助

金
受

入
済

額

４
　

民
有

地
マ

ッ
チ

ン
グ

事
業

実
施

場
所

設
置

場
所

総
事

業
費

補
助

単
価

（
注

１
）

計
画

に
記

載
さ

れ
た

施
設

等
の

う
ち

，
当

該
年

度
に

整
備

す
る

施
設

等
に

つ
い

て
記

入
す

る
こ

と
。

合
　

　
計

　
差

引
過

△
不

足
額

Ｋ

総
事

業
費

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

単
位

補
助

単
価

補
助
金

交
付

決
定
額

補
助

金
受

入
済

額
施

設
等

種
別

施
設

等
の

名
称

設
置

主
体

設
置

場
所

№
備

　
考

補
助

金
所

要
額

単
位

設
置

主
体

実
施

主
体

ＨＨ

対
象

経
費

の
実

支
出

額
補

助
金

所
要

額

３
　

介
護

施
設

等
の

施
設

開
設

準
備

経
費

等
支

援
事

業

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

対
象

経
費

の
実

支
出

額
№

事
業

区
分



５
　

介
護

施
設

等
に

お
け

る
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

拡
大

防
止

対
策

支
援

事
業

（
単

位
：

円
）

差
引
額

補
助

基
準

額
補

助
金

所
要
額

Ｄ
Ｇ

Ｉ

Ａ
Ｂ

Ｃ
(
Ａ

－
Ｃ
)

Ｅ
Ｆ

(
Ｅ

×
Ｆ
)

Ｈ
Ｊ

Ｋ
(
Ｊ

－
Ｋ

)

1 2 3

（
注

１
）

Ｅ
欄

に
は

「
別

表
そ

の
５

」
の

第
３

欄
に

定
め

る
単

位
の

数
を

記
入

す
る

こ
と
。

（
注

２
）

補
助

金
所

要
額

欄
に

は
，

各
施

設
等

種
別

ご
と

に
所

要
額

を
記

入
す

る
こ

と
と

し
，

補
助

金
所

要
額

は
Ｂ

欄
，

Ｄ
欄

及
び

Ｇ
欄

の
額

を
比

較
し

て
最

も
低

い
額
に
Ｈ

欄
の

補
助

率
を

乗
じ

た
額

と
す

る
こ

と
。

（
単

位
：

円
）

差
引
額

Ｄ
Ａ

Ｂ
Ｃ

(
Ａ

－
Ｃ
)

Ｈ
(
Ｇ

－
Ｆ

)

1 2 3

（
注

１
）

補
助

金
所

要
額

欄
に

は
，

各
施

設
等

種
別

ご
と

に
所

要
額

を
記

入
す

る
こ

と
と

し
，

補
助

金
所

要
額

は
Ｂ

欄
，

Ｄ
欄

及
び

Ｅ
欄

の
額

を
比

較
し

て
最

も
低

い
額
に
「

別
表

そ
の
6
」

の
第

３
欄

に
定

め
る

補
助

率
を

乗
じ

て
得

た
額

と
す

る
こ

と
。

補
助

率

（
注

３
）

備
考

欄
に

は
，

「
簡

易
陰

圧
装

置
の

設
置

」
,
「

ユ
ニ

ッ
ト

型
施

設
の

各
ユ

ニ
ッ

ト
へ

の
玄

関
室

設
置

」
,
「

従
来

型
個

室
・

多
床

室
の

ゾ
ー

ニ
ン

グ
」
,
「

家
族
面
会

室
の

整
備

等
」
,
「

多
床

室
の

個
室

化
に

要
す

る
改

修
」

の
い

ず
れ

か
実

施
し

た
事

業
を

記
載

　
　

　
　

す
る

こ
と
。

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

Ｆ
Ｇ

補
助

金
所

要
額

 
補

助
金

交
付

決
定
額

設
置

台
数

補
助

金
交

付
決

定
額

補
助

金
受

入
済

額
備

　
考

　
差

引
過

△
不

足
額

Ｉ
№

設
置

場
所

設
置

主
体

施
設

等
の

名
称

施
設

等
種
別

設
置

場
所

設
置

主
体

総
事

業
費

総
事

業
費

Ｅ

対
象

経
費

の
実

支
出

額
寄

付
金

そ
の

他
の

収
入

額

補
助

単
価

補
助

基
準
額

６
　

介
護

職
員

の
宿

舎
施

設
整

備
に

係
る

支
援

事
業

合
　

　
計

施
設

等
の

名
称

合
　

　
計

　
差

引
過

△
不

足
額

L

施
設

等
種
別

№
対

象
経

費
の

実
支

出
額

補
助

金
受

入
済

額
備

　
考



第16号様式（第10条関係）

１　収　入 （単位：円）

県費補助金

２　支　出 （単位：円）

計

項　　目 精算額 予算額 増　減 備　考

計

収　入　支　出　決　算　書

項　　目 精算額 予算額 増　減 備　考



鹿児島県知事

　　　　　　　　　　　交付確定額 金 円

（内訳）

（１）地域密着型サービス等整備等助成事業

（２）既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業

（３）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業

（４）民有地マッチング事業

（５）介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業

（６）介護職員の宿舎施設整備事業

合　　　　　　　　　計

施設の種類 補助金所要額（円）

合　　　　　　　　　計

備　　考

合　　　　　　　　　計

施設の種類 施設名 補助金所要額（円） 備　　考

合　　　　　　　　　計

施設名

事業の種類 実施場所・設置場所 補助金所要額（円） 備　　考

施設の種類 施設名 補助金所要額（円） 備　　考

合　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　計

施設の種類 施設名 補助金所要額（円） 備　　考

施設の種類 施設名 補助金所要額（円） 備　　考

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金交付確定通知書

         年　　月　　日付け（　　　　第　　　　号）で実績報告のあった　　　　　　    年度鹿児島県地域介護
基盤整備事業費補助金については，鹿児島県補助金等交付規則第14条の規定により，下記のとおり
確定しました。

年 月 日

番 号

記

第17号様式（第11条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿



住所

氏名

　　事業メニュー名 （ ）

金 円

＜振込先＞

本　　・　　支店

当座　　　　・　　　　普通

第18号様式（第12条関係）

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

鹿児島県知事　　　　　  　　　　　殿

（補助事業者）

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金交付請求書

記

今回請求金額

総 額

前回までの交付額

　   　　　　年　　月　　日付け　　 第　　　　　　号の交付確定（決定）通知書に基づく　　　　　　年
度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金を交付くださるよう鹿児島県補助金等交付規則
第16条の規定により下記のとおり請求します。

口 座 番 号

預 金 口 座 名 義 人

口座名（カタカナ）

今 回 請 求 額

未 請 求 額

金 融 機 関 名

本 ・ 支 店 名

当 座 ・ 普 通 区 分



住所

（申請者）

氏名

１　事業メニュー名 （ ）

２　概算払申請額　　　金　　　　　　　　　　　　　円金 円

３　概算払を必要とする理由

補　助　金 残　　額

第19号様式（第12条関係）

鹿児島県知事　　　　　　　　　　　　殿

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

年度鹿児島県地域介護基盤整備事業費補助金概算払申請書

記

         年　　月　　日付け　　第　　　　号で補助金交付決定のあった　　　　　　年度鹿児島県地域介護基
盤整備事業費補助金を鹿児島県補助金等交付規則第16条及び鹿児島県地域介護基盤整備事業費補
助金交付要綱第12条の規定により，下記のとおり概算払くださるよう関係書類を添えて申請します。

事　業　費 概算払受領済額 今回申請額


